
（別紙）関係団体、関係者の動向・声とそれを踏まえた対策の方向性

対策構築に向けた考察 対策の柱立て 取り組みの方向

（商工業）

機械電子工業
関係

◇業界また個々の企業において、現時点で特にＴＰＰ対応の動きは殆ど
　 していない。

◇関税撤廃によりビジネスチャンスが拡大するなどプラス効果が期待さ
   れることから、現在情報収集に努めている。

商工関係

◇各団体において現在情報収集に努めている。

（甲府商工会議所が実施した影響調査結果より）
◇約半数の企業がＴＰＰの経済効果に期待している。
◇ＴＰＰの活用を考えている企業は約6％、未定とした企業が約40%である。

地場産業関係

（ワイン関係）
◇県産ワインの輸出にはプラス効果が期待できる。一方で、低価格帯の
   ワインについては、輸入ワインとの競合による影響が出ることも想定さ
   れる。
◇県産ワインについて高品質化、差別化を図ってブランド力を高めてい
   きたい。

（ジュエリー、織物関係）
◇ＴＰＰの直接の影響は少ないと見込んでいるが、厳しい産地間競争の
   中、ブランド力の向上と販路開拓に取り組んでいきたい。

ワインをはじめ本県が誇る地場産業がＴＰＰを
契機として更に発展できるよう、「攻め」の支援
が必要

→「地場産業への支援」

・産地ブランド確立に向けた取り組み支援
・国内外における新たな販路開拓の支援

（農林業）

林業関係

◇中長期的に安価な輸入材の流入による県産材の価格下落などの懸念
   がある。

◇県産材の需要拡大に向け、体質強化を図っていきたい。

林業分野において、12月に策定した「やまなし森
林・林業振興ビジョン」に掲げる施策の効果的な
取り組みを進めて行くことが必要

→「県産材等の需要拡大と生産性の向上」
→「担い手確保・育成」

「県産材等の需要拡大と生産性の向上」
　・新技術の進展等を契機とした県産材の需要拡大
　・特用林産物の産地化と需要拡大
　・路網整備等による生産性の向上
「担い手確保・育成」
　・森林組合等林業事業体の経営基盤の強化や労働環境
    の改善などによる担い手の確保・育成の推進

（県民）

（関係者全体に共通）

共通の声
◇ＴＰＰの全容がよくわからない。

◇ＴＰＰに関する情報提供をしっかりしてほしい。

関係団体、関係者の動向・声

県内企業の９９．９％以上を中小・小規模事業者
が占めており、ＴＰＰ活用に向けた積極的な情報
提供ときめ細やかな支援が必要

→「中小企業等への支援」

・ジェトロ山梨等の支援機関との連携による情報提供、
　相談体制の整備
・県内中小企業等のＴＰＰ活用気運の醸成
・県内中小企業等の海外展開等新たな販路開拓の支援

農業関係

（農業団体）
◇安価な農産物の流入に伴う国産価格の低下などの影響が懸念される。
◇先行きへの不安から担い手の確保などにも不安がある。
◇農家所得の向上に向け、販売体制や担い手対策の強化を進めていき
　 たい。
◇将来にわたり安心して農業を継続できるよう、農業の経営強化や産地
    の体質強化が急務である。
◇各団体において、全国組織を通じて現在情報収集に努めており、今後
　 国に対して要望活動を実施する予定。

（畜産農家）
◇甲州牛は輸入肉には負けるとは思っていないが、価格が下に引っ張ら
　 れないか心配している。
◇海外に負けない自信はある。牛肉輸出をしており、これを拡大できるよ
　 うに頑張りたい。

国のＴＰＰ対策予算等を効果的に活用しながら、
12月に策定した「新・やまなし農業大綱」に掲げる
施策を着実に推進し、産地の競争力強化や県産
農産物の需要拡大を図っていくことが必要

→「ブランド力の強化、販路拡大」
→「高付加価値化、新たな地域資源の活用」
→「高品質化、低コスト化による産地強化」
→「担い手確保・育成」
→「農地の有効活用、農業基盤整備」

「ブランド力の強化、販路拡大」
　・県産農産物のブランド力の強化
　・県内、国内、海外それぞれにおける販路拡大の推進
「高付加価値化、新たな地域資源の活用]
　・６次産業化など高付加価値化や新たな地域資源を活用
　　した取り組みの推進
「高品質化、低コスト化による産地強化」
　・果樹をはじめとして、高品質化や低コスト化、生産拡大
　  など産地強化に向けた多面的な取り組みを推進
「担い手確保・育成」
　・就農意欲の喚起と就農定着支援による担い手の確保・
　 育成の強化
「農地の有効活用、農業基盤整備」
　・農業の体質強化に向けた基盤整備の推進

消費者
◇ＴＰＰに関する情報提供をしっかりしてほしい。

◇ＴＰＰの影響について、食品の安全・安心に配慮した対応をしてほしい。

食品の安全、安心に関する情報提供、相談体制
の整備を進めることが必要

→「食品の安全、安心に関する情報提供、
　 相談体制の整備」

・食品の安全・安心に関する情報提供の充実
・食品の安全・安心に関する相談体制の整備

ＴＰＰに関してまだ不明な事項も多いため、正確な
情報収集と情報提供に努めることが必要

→「情報収集、情報提供の強化」

・国等からの正確な情報収集の強化
・国による情報提供等の充実への要望
・県民への情報提供の強化

輸出の拡大・新規展開や原材料価格の低下な

どのプラス効果が期待されるが、各団体・企業

においては、情報収集の段階にとどまっており、

特段の動きはまだ見られない。

ＴＰＰの活用促進、新たな市場開拓の支援に

取り組むことで、プラス効果がより早期から出

現することを目指す。

関税の撤廃、削減により輸入農産物の増加や

国産価格の低下が生じるおそれがある一方、

参加各国の関税が撤廃されることにより、農林

水産物や食品の輸出増加が期待される。

農林業の競争力強化に取り組むことで、マイナ

ス影響を抑えるとともに、儲かる農林業に向け

た取り組みを進め、プラス効果を創出していく

ことを目指す。

ＴＰＰについて（消費者は食品の安全・安心分

野について）、情報不足による漠然とした懸念

や不安が存在する。

正確な情報収集と情報提供を行うことで、県民

の不安の払拭に努める。

 ２


